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放射線の健康影響に係る研究調査事業

令和３年度～令和５年度実施総括報告書 

研究課題名

診療放射線技師を対象とした放射線災害時におけるリスクコミュニケーション

についての研修の体系化及び放射線災害時における診療放射線技師を活用した

支援体制の構築に関する調査研究

研究期間 令和４年度 ～ 令和５年度（２年目）

氏名 所属機関・職名

主任研究者 新井 知大 駒澤大学・講師

分担研究者 石原 敏裕 国立がん研究センター中央病院・放射線診断技術室長

若手研究者

１．研究の概要

診療放射線技師は放射線に関する専門的な教育を受けており 1,2)、医療領域における放射線検査業

務に従事するとともに、患者が抱える放射線被ばくに関する不安の軽減に務めるリスクコミュニケー

ターとしての役割も担っている 3-5)。2011 年の福島原発事故時においては、全国の各地域より診療放

射線技師が派遣され、住民の不安軽減に貢献した 6)。しかしながら、我が国の原子力災害医療体制は

原子力災害対策重点区域にある 24 道府県（立地・隣接地域）が整備対象とされており、その他の 23

都県（非立地地域）では国としての体制の整備は進められていない。放射線災害時においては、放射

線に関する一定の知識を有する者によって支援がなされることが重要であり 7)、平時より全国的な整

備が求められる。

本研究は、放射線災害時に被災地及び非被災地の住民に対して適切な情報発信が可能な体制を構築

するとともに、全国 47 都道府県による放射線災害時の情報発信に関する連携体制の構築を目指すも

のである。本研究では、国内医療機関において最大規模である国立病院機構に所属する診療放射線技

師を対象とし、放射線災害等の知識及び意識に関する実態調査、放射線災害（原子力災害医療体制、

情報発信、災害支援とコミュニケーション）に関する e-learning 研修システム及び放射線災害を想定

した双方向型傾聴研修（オンライン）を実施した。平時より、放射線災害時に適切な情報発信を可能

とする診療放射線技師を育成することで風評被害がもたらす差別や偏見の抑制・軽減が可能となる。

本研究では、放射線災害に関する研修の体系化による教育効果について検証し、研修の前後にて有意

な成績の向上を確認した。同時に、放射線災害時の情報発信の体制に向け、オンライン下のみならず

対面型開催の必要性及び他職種（特に心理の専門家）との連携の必要性について課題が抽出された。

今後、職種や組織を横断した連携体制の検討が望まれる。

２．研究期間内に実施した内容

年目／実施年度 実施した内容

１年目 はじめに、国立病院機構等に所属する診療放射線技師を対象に、放射線防護に
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令和４年度 関する知識、放射線災害に関する知識及び意識について実態調査を実施した（有

効回答数 1290 名、有効回答率 70.3%）。当該調査において、放射線防護に関する

正答率は８割を超え、十分な知識を有していることが確認された。一方、放射線

災害に関する知識は、正答率は５割に満たず、原発の立地及び非立地地域に有意

な差が確認された。これは、日常の臨床業務では放射線災害に関する知識の醸成

は困難であることが示唆するものである。放射線災害に関する研修を開催するこ

とについて、需要が有ると回答したものは回答者全体の５割を超えた（715

名）。これらの需要が有ると回答した者を今後リスクコミュニケーターを担う人

材候補であることと期待し、放射線災害に関する研修体系の整備を進めることと

した。なお、これらの検証結果については、国際論文誌（Journal of X-ray Science 

and Technology）に投稿し、採択を受けた 8) 。次に、国立病院機構に所属する全

国の診療放射線技師を対象として放射線災害に関する知識を充足させるべく、e-

learning での研修システムを構築し、その教育効果を検証した。本研修体系は、

基礎、応用及び発展研修と称し、段階的な研修を全てオンライン下で実施が可能

である。令和４年度においては、基礎研修の整備及び実施を行なった。基礎研修

では、量子科学技術研究開発機構が作成した標準テキストに準拠し、各分野から

計８つの動画教材を整備した。さらに、研修による教育効果を確認するために研

修前試験及び研修後試験を行うこととした。基礎研修は、2023 年１月から２月

にかけて約１ヶ月の期間で実施し、当該期間中に全ての内容を完了したものは

59 名であった。研修前試験と研修後試験の平均正答率は、それぞれ、57.8%と

85.9%であり、有意な差が確認された。これは、e-learning 研修で放射線災害分野

のリテラシー教育が行われ、それが有効であったことを示すものである。

２年目 はじめに、１年目に実施した基礎研修がもたらした教育効果についてとりまと

め、国内論文誌（保健物理）に投稿し、採択を受けた 9) 。 

次に、当該研修体系の基礎研修に続く応用研修の教材を整備した。応用研修で

は、放射線災害時の情報発信及び傾聴技術の向上をするため、情報発信の基礎（ソ

ーシャルメディアの理論背景、デマと炎上、放射線事故・災害の解説）と災害支援

とコミュニケーション（災害時のこころ、コミュニケーションの基本、放射線に

関するリスクコミュニケーション）の２分野に関する動画教材を整備した。基礎

研修と同様に、教育効果を確認することを目的とし、研修の前後で試験を実施し

た。応用研修は、2023 年６月の約１ヶ月の期間で実施し、当該期間中に全ての内

容を完了したものは 50 名であった。研修前後の試験の平均正答率は、研修前は

44.0%であったが、研修後は 78.7%と有意に向上した。しかしながら、平均正答率

の標準偏差が大きく、その理由として、これらの分野を診療放射線技師は専門と

しておらず、受講者間で理解度や学習到達度に差が生じたと考えられる。今後の

研修プログラムの改善に加え、他の専門職種との連携等の取り組みが必要された。 

当該研修体系の最終段階となる発展研修では、実践的な研修を通じて受講者の

情報収集能力と情報発信能力の向上を目的とし、アイスブレイク、ロールプレイ、

及び情報整理・傾聴技術訓練を整備した。また、事前にファシリテーターマニュ

アルを整備し、ファシリテーターの育成研修を実施した。発展研修の対象者は、

令和５年度
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基礎研修及び応用研修の受講完了者のうち、６名を対象として実施した（３名/開

催×２回）。本研修の終了後、満足度、改善事項、双方向型オンライン研修の参加

の難易、及び研修の適応性についてアンケート調査を実施した。その結果、全指

標において肯定的な結果が得られ、効果的な学習環境を提供したことが確認され

た。

３．研究終了時に得られた結果・結論

① 研究結果・結論（総括）・成果など

国立病院機構に所属する診療放射線技師を対象として放射線災害に関する知識及び意識について

調査した結果、放射線防護に関する基礎知識については高い水準にある一方で、放射線災害に関する

基礎知識については診療放射線技師の勤務地域が原子力発電所の立地地域であるかどうかによって

地域差が生じていることが明らかとなった。これは、現在行われている診療放射線技師の研修体系に

起因するため、全国的な研修体系を構築することにより、放射線災害に関する診療放射線技師のリテ

ラシーのさらなる向上が期待される。また、災害支援に関する意欲は診療放射線技師の勤務地域にか

かわらず高い水準にあり、業務の一部であるリスククコミュニケーションの実践が反映されたものと

思われた。このことより、診療放射線技師は、放射線災害支援におけるコンピテンシーモデルを示し

ているといえる。今後の災害の備えとし、潜在的に存在する意欲の高い診療放射線技師を活用する体

制の整備に期待したい。

本研究では e-learning 研修により放射線災害分野のリテラシー教育が行われ、また、それが有効で

あったことを示すものである。本研究で構築した研修を実施することで、放射線災害時の支援に資す

る人材を確保を促進させる可能性が示唆された。本研修は、立地地域または非立地地域にかかわらず、

放射線災害に係る人材をオンラインで育成するものであり、放射線災害時における国立病院機構に所

属する診療放射線技師の全国的体制整備に貢献すると思われる。体系化されたオンライン研修を実施

することにより、受講者のニーズに即した継続的な人材の育成と確保が可能となる。また、e-learning

研修とオンライン双方向型の実践研修を組み合わせることで、診療放射線技師のリスクコミュニケー

ション能力の向上に寄与できることが明らかとなった。今後、リスクコミュケーターを担う人材確保

及び教育の深化を行うためには現地（対面）形式の研修を要望する意見も挙げられた。また、相談者

と接する上で心理的側面に対する配慮が必要で有ることから、これに対応可能な心理アセスメントを

担う専門職種との連携した取り組みが求められる。持続可能な体制整備に向けた組織化についても検

証を進める必要があり、災害派遣時のトリガーとなり得る団体・機関等と連携し、持続的な人材確保

及び育成を可能とする体制の整備が必要である。

② 計画・目標通り実施できなかった事項とその理由

研究計画では、緊急事態に備えて、研修受講者のリストを職能団体と共有し、必要に応じて派遣を可

能とする体制を整備することを目指していた。しかし、緊急時の体制についての関連団体との調整が

遅れ、社会実装の完了には至らなかった。今後は、災害派遣時のトリガーとなり得る団体・機関等と

連携し、持続的な人材 確保・育成を可能とする体制の整備が必要である。関係機関と協議し、リスク

コミュニケーターとしての役割を診療放射線技師が正式に担うための調整をすることを検討したい。 
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③ 当初の計画で予定した成果以外（以上）に得られた事項

本研究で計画された内容については概ね滞りなく実施・完了した。

本進捗については、高度被ばく医療支援センター連携会議 研修部会からの招聘を受け、当該研究の

e-learning 研修について進捗を共有した（2023 年１月 23 日オンライン会合）。当該研修部会は、原子

力災害医療研修のあり方・見直しに関する事項及び研修の実施方針に関する事項を討議するため、高

度被ばく医療支援センター連携会議の下部組織として設置された機関である。

４．研究成果の活用方策の提案

本研究をさらに発展させる新たな研究や事業化の提案

令和４、５年度の研究成果を踏まえ、診療放射線技師と公認心理師が協働し風評被害対策を行うプ

ロジェクトについて令和６年度同研究事業の採択を受けている（研究課題名：放射線災害時における

職種を横断した風評被害対策に関する研究 ―診療放射線技師及び公認心理師の連携・協働体制の構

築―）。新規研究では、放射線災害時のリスクコミュニケーションをより効果的かつ円滑に実施する

ことを目的とし、診療放射線技師に加え、公認心理師と連携・協働可能な体制を整備する。本研究は、

診療放射線技師と公認心理師が連携・協働し、風評被害対策に寄与する「放射線・心理サポートチー

ム」の体制を整備することを目的とする。これにより、診療放射線技師は、相談者の状況や心理を踏

まえた上で放射線に関する正しい情報を発信することができる。また、公認心理師は、放射線災害に

関する基礎的な知識に基づいて特別な配慮を要する相談者の心理的アセスメントを行うことができ

る。つまり、リスクコミュニケーターが、チームとして互いの専門性を共有することで、相談者の特

性に応じた適切な支援を行うことが期待できる。本研究により、クライシス期のより適切な初動対応

（適切な情報発信と心理アセスメント）が可能となることで、中長期的な風評被害の発生防止を目指

す。また、新規研究においては、持続可能な体制を整備するために研究班内に「研修の認定・運用に

関する委員会（研修認定委員会）」及び「研修の実務を担当する委員会（研修実行委員会）」を設置す

る。各委員会は、研究班内に所属する各職能団体等から選出された代表者で構成される。これらの代

表者は、職種を横断して構成されており、各分野からの専門的見地からの議論を可能とする。今後上

記研究成果の社会実装を目指し、関連行政及び関連団体に対し進捗を共有してまいりたい。
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